
 

 

 

 

                
 

 

 

社会福祉法人健誠会 

障害者支援施設 

つくば総合福祉センター 

 

 

 

利用契約書 
 

   

 
当事業所は茨城県の指定を受けています 

（茨城県指定 第０８１２０００３２１号） 



 

障害者支援施設つくば総合福祉センター利用契約書 

 

様（以下「利用者」という。）と社会福祉法人健誠会「障害者支援施設つ

くば総合福祉センター」（以下「事業者」という。）は、利用者が事業者の提供する障害福

祉サービス（生活介護事業及び施設入所支援）を受け、それに対する利用料金を事業

者に支払うことについて、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結します。 

 

第１条（目的） 

本契約は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律関係法

令の理念に則り、利用者の自立と社会経済活動への参加を促進するために、事業者が

個別支援計画に基づき利用者に対して必要なサービスを適切に行うことを定めます。 

 

第２条（契約期間） 

１  この契約の契約期間は、    年  月  日から利用者の介護給付費

支給決定の有効期間の満了日までとします。 

２  利用者から事業者に対して、文書により契約終了の申し出がない場合であ

って、利用者の介護給付費の支給決定期間の満了後に改めて支給決定された場

合、この契約は同じ内容で更新されるものとします。 

 

第３条（個別支援計画） 

事業者においては、利用者の状況等ならびに課題と意向を常に把握するとともに目

標を設定し、利用者への面接とサービス担当者会議を経て、サービス管理責任者が利

用者の個別支援計画を作成します。 

この個別支援計画については、事業者が利用者にその内容を説明し、文書による同

意を得たうえで作成するもので、その写しを利用者に交付いたします。 

なお、利用者はいつでも個別支援計画についての説明を求め、意見を述べることが

できます。 

 

第４条（サービス内容） 

事業者は、前条に定める個別支援計画及び別紙「サービス利用説明書」に基づいて、

利用者に次の内容のサービスを提供します。 

◆生活介護事業 プラス 施設入所支援 

① 相談及び援助 

② 心身の状況に応じた適切な介護・支援等 

③ 創作活動・レクリエーションの機会の提供 

④ 食事の提供及び栄養管理 

⑤ 個別的なリハビリテーション 

⑥ 健康管理 

⑦ 入浴又は清拭 



 

⑧ 社会生活上の便宜の供与等 

 

第５条（利用料） 

１ 利用者は、前条に定めるサービスに対して、重要事項説明書に定める所定の利用

者負担額を、食費・光熱水費とあわせて事業者に支払います。ただし、サービス利用

料金のうち介護給付費等から支給される部分（全体額の９割）については、原則として、

事業者が市町村から代理して受領しますから、利用者が直接支払う必要はありませ

ん。 

２ 利用者は、事業者が計算して請求した前項の利用者負担額について、当月分を

翌々月４日までに支払います。 

 

第６条（事業者の基本的義務） 

１ 事業者は、利用者に対し、利用者の自立と社会経済活動への参加促進の観点から、

できる限り居宅に近い環境の中で、個別支援計画に基づくサービス提供と利用状況

の把握を適切に行います。 

２ 事業者は、利用者の意思と人格を尊重し、常に利用者の立場にたって、障害福祉サ

ービスを提供します。 

 

第７条（事業者の具体的義務） 

１ （安全配慮義務等）事業者は、サービスの提供にあたって、利用者の生命、身体、財

産の安全・確保に配慮するとともに、非常災害対策ならびに衛生管理等に必要な措

置を講じます。 

２ （説明義務）事業者は、本契約に基づく内容について、利用者の質問等に対して適

切に説明します。 

３ （秘密保持等）事業者及び従業者は、本契約によるサービスを提供するにあたって

知り得た利用者やその家族等の秘密について、正当な理由がある場合を除き第三者

に開示することはありません。また、秘密を漏らすことが無いよう、必要な措置を講じ

ます。 

４ （身体拘束の禁止）事業者は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除いて、身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為を行ないません。 

５ （苦情対応）事業者は、第１７条に基づく苦情の受付・解決に際し、その内容を記録し

ます。また、苦情に対して市町村等が行う調査等に協力し、指導又は助言を受けた場

合は、必要な改善を行います。 

６ （記録整備保存義務）事業者は、サービス提供に関する記録を整備し、サービス提

供完了日から５年間保存します。利用者は、事業者の窓口業務時間内（平日の午前

８時３０分～午後１７時３０分）に自分の記録を見ることができますし、実費を負担して

コピーすることもできます。 

 

 



 

第８条 （利用者の遵守事項） 

利用者は次に掲げる事項を遵守するものとします。 

  一 共同生活の秩序を保ち、規律ある生活をすること 

  二 火気の取り扱いに注意すること 

  三 けんか、口論、泥酔、中傷、その他、他人の迷惑となるような行為をしないこと 

  四 その他管理上必要な指示に従うこと 

 

第９条（事故と損害賠償） 

１ 事業者は、サービスの提供によって事故が生じた場合には、速やかに都道府県、市

町村及び利用者の家族等に連絡して必要な措置を講じます。また、事故状況及び処

置について記録します。 

２ 事業者は、サービスを提供するにあたって、事業者の責任と認められる事由によっ

て利用者に損害を与えた場合には、速やかに利用者の損害を賠償します。 

 

第１０条（契約の終了事由） 

本契約は、以下の各号に基づく契約の終了が生じた場合に終了するものとします。 

一 利用者が死亡した場合 

二 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により

施設を閉鎖した場合 

三 事業所の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

四 事業所が事業者の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

五 第１１条から第１３条に基づき本契約が解約又は解除された場合 

六 第２条の契約期間が満了した場合（但し満了前に契約更新の手続きがとられた

場合は除く） 

 

第１１条（利用者からの中途解約等） 

１ 利用者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場合には、

利用者は契約終了を希望する日の７日前までに事業者に通知するものとします。 

２ 利用者が、第１項の通知を行わずに事業所から退去した場合には、事業者が利用

者の解約の意思を知った日をもって、本契約は解約されたものとします。 

 

第１２条（利用者からの契約解除） 

利用者は、事業者もしくは従業者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、

ただちに本契約を解除することができます。 

一 事業者もしくは従業者が正当な理由なく本契約に定める障害福祉サービスを実

施しない場合 

二 事業者もしくは従業者が第７条１項から４項に定める義務に違反した場合 

三 事業者もしくは従業者が故意又は過失により利用者の生命・身体・財物・信用を

傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

 



 

四 他の利用者が利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけた場合もしくは傷つける

恐れがある場合において事業者が適切な対応をとらない場合 

 

第１３条（事業者からの契約解除） 

事業者は、利用者が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除することができ

ます。 

一 利用者に支払能力があるにもかかわらず第５条に定めるサービス利用料金の

支払いが、３ヵ月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらず故意に支払

わない場合 

二 利用者が、他の利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけることなどによって、

本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ、その状況の改善が見込めない場

合 

三 利用者が、故意又は重大な過失により事業者もしくは従業者の生命・身体・財

物・信用を傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさ

せ、その状況の改善が見込めない場合 

四 利用者が連続して３ヵ月を超えて医療機関に入院すると確実に見込まれる場合

または現に連続して３ヵ月を超えて入院した場合 

 

第１４条（利用者の入院に係る取り扱い） 

利用者が医療機関に短期入院した場合、利用者が短期入院した日と退院した日を含

めて一ヶ月分につき、重要事項説明書に定める利用料金を事業者に支払うものとしま

す。 

また、短期入院期間中に、重要事項説明書に定める支援が行われた場合は、別途

の料金を事業者に支払うものとします。 

 

第１５条（利用者の外泊に係る取り扱い） 

１ 利用者は、事業者の同意を得た上で、外泊することができるものとします。この場合、

利用者は外泊開始日の前日までに事業者に届け出るものとします。 

２ 前項に定める外泊期間中において、第１４条と同様に重要事項説明書に定める利用

料金を事業者に支払うものとします。 

 

第１６条（サービス利用のキャンセル） 

サービス利用のキャンセルについては、サービス利用日の前日午後５時半までに申

出のない場合、利用者は重要事項説明書に定めるキャンセル料として食費の実費相当

額を事業者に支払うものとします。 

 

 

 

 

 



 

第１７条（苦情解決） 

１ 利用者は、本契約に基づくサービスに関して、いつでも重要事項説明書に記載され

ている苦情受付窓口に苦情を申し立てることができます。 

２ 利用者は、本契約に基づくサービスに関して、重要事項説明書に記載された第三者

委員に苦情を申し立てることもできますし、重要事項説明書に記載された都道府県社

会福祉協議会に設置されている運営適正化委員会に苦情を申し立てることもできま

す。 

 

第１８条（協議事項） 

本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の関係諸法令の定めると

ころに従い、利用者と誠意をもって協議するものとします。 

 

上記の契約を証するため、本書 2通を作成し、利用者、事業者が記名捺印のうえ、各

1通を保有するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

       年  月  日 

 

 

 

 

 

 

利用者住所 

 

氏     名                          印 

                    （ 代 筆 ） 

 

 

 

 

 

 

事業者住所   茨城県つくば市水守１１８９－５ 

               

 

事 業 者 名   社会福祉法人健誠会  

指定障害者支援施設 

つくば総合福祉センター 

 

 

氏名                      印 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

                
社会福祉法人健誠会 

障害者支援施設 

つくば総合福祉センター 

 

 

 

利用契約書 
 

   

 
当事業所は茨城県の指定を受けています 

（茨城県指定 第０８１２０００３２１号） 



 

障害者支援施設つくば総合福祉センター利用契約書 

 

様（以下「利用者」という。）と社会福祉法人健誠会「障害者支援

施設つくば総合福祉センター」（以下「事業者」という。）は、利用者が事業者の提供する

障害福祉サービス（生活介護事業及び施設入所支援）を受け、それに対する利用料金

を事業者に支払うことについて、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結します。 

 

第１条（目的） 

本契約は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等関係

法令の理念に則り、利用者の自立と社会経済活動への参加を促進するために、事業者

が個別支援計画に基づき利用者に対して必要なサービスを適切に行うことを定めます。 

 

第２条（契約期間） 

１  この契約の契約期間は、    年  月  日から利用者の介護給付費

支給決定の有効期間の満了日までとします。 

２  利用者から事業者に対して、文書により契約終了の申し出がない場合であ

って、利用者の介護給付費の支給決定期間の満了後に改めて支給決定された場

合、この契約は同じ内容で更新されるものとします。 

 

第３条（個別支援計画） 

事業者においては、利用者の状況等ならびに課題と意向を常に把握するとともに目

標を設定し、利用者への面接とサービス担当者会議を経て、サービス管理責任者が利

用者の個別支援計画を作成します。 

この個別支援計画については、事業者が利用者にその内容を説明し、文書による同

意を得たうえで作成するもので、その写しを利用者に交付いたします。 

なお、利用者はいつでも個別支援計画についての説明を求め、意見を述べることが

できます。 

 

第４条（サービス内容） 

事業者は、前条に定める個別支援計画に基づいて、利用者に次の内容のサービスを

提供します。 

① 相談及び援助 

② 心身の状況に応じた適切な介護・支援等 

③ 個別的なリハビリテーション 

④ 創作活動・レクリエーションの機会の提供 

⑤ 食事の提供及び栄養管理 

⑥ 健康管理 

⑦ 入浴又は清拭 

 第５条（利用料） 



 

１ 利用者は、前条に定めるサービスに対して、重要事項説明書に定める所定の利用

者負担額を、食費とあわせて事業者に支払います。ただし、サービス利用料金のうち

介護給付費等から支給される部分（全体額の９割）については、原則として、事業者

が市町村から代理して受領しますから、利用者が直接支払う必要はありません。 

２ 利用者は、事業者が計算して請求した前項の利用者負担額について、当月分を

翌々月４日までに支払います。 

 

第６条（事業者の基本的義務） 

１ 事業者は、利用者に対し、利用者の自立と社会経済活動への参加促進の観点から、

できる限り居宅に近い環境の中で、個別支援計画に基づくサービス提供と利用状況

の把握を適切に行います。 

２ 事業者は、利用者の意思と人格を尊重し、常に利用者の立場にたって、障害福祉サ

ービスを提供します。 

 

第７条（事業者の具体的義務） 

１ （安全配慮義務等）事業者は、サービスの提供にあたって、利用者の生命、身体、財

産の安全・確保に配慮するとともに、非常災害対策ならびに衛生管理等に必要な措

置を講じます。 

２ （説明義務）事業者は、本契約に基づく内容について、利用者の質問等に対して適

切に説明します。 

３ （秘密保持等）事業者及び従業者は、本契約によるサービスを提供するにあたって

知り得た利用者やその家族等の秘密について、正当な理由がある場合を除き第三者

に開示することはありません。また、秘密を漏らすことが無いよう、必要な措置を講じ

ます。 

４ （身体拘束の禁止）事業者は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除いて、身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為を行ないません。 

５ （苦情対応）事業者は、第１７条に基づく苦情の受付・解決に際し、その内容を記録し

ます。また、苦情に対して市町村等が行う調査等に協力し、指導又は助言を受けた場

合は、必要な改善を行います。 

６ （記録整備保存義務）事業者は、サービス提供に関する記録を整備し、サービス提

供完了日から５年間保存します。利用者は、事業者の窓口業務時間内（平日の午前

８時３０分～午後１７時３０分）に自分の記録を見ることができますし、実費を負担して

コピーすることもできます。 

 

第８条 （利用者の遵守事項） 

利用者は次に掲げる事項を遵守するものとします。 

  一 共同生活の秩序を保ち、規律ある生活をすること 

  二 火気の取り扱いに注意すること 

  三 けんか、口論、泥酔、中傷、その他、他人の迷惑となるような行為をしないこと 



 

  四 その他管理上必要な指示に従うこと 

 

第９条（事故と損害賠償） 

１ 事業者は、サービスの提供によって事故が生じた場合には、速やかに都道府県、市

町村及び利用者の家族等に連絡して必要な措置を講じます。また、事故状況及び処

置について記録します。 

２ 事業者は、サービスを提供するにあたって、事業者の責任と認められる事由によっ

て利用者に損害を与えた場合には、速やかに利用者の損害を賠償します。 

 

第１０条（契約の終了事由） 

本契約は、以下の各号に基づく契約の終了が生じた場合に終了するものとします。 

一 利用者が死亡した場合 

二 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により

施設を閉鎖した場合 

三 事業所の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

四 事業所が事業者の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

五 第１１条から第１３条に基づき本契約が解約又は解除された場合 

六 第２条の契約期間が満了した場合（但し満了前に契約更新の手続きがとられた

場合は除く） 

 

第１１条（利用者からの中途解約等） 

１ 利用者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場合には、

利用者は契約終了を希望する日の７日前までに事業者に通知するものとします。 

２ 利用者が、第１項の通知を行わずに事業所から退去した場合には、事業者が利用

者の解約の意思を知った日をもって、本契約は解約されたものとします。 

 

第１２条（利用者からの契約解除） 

利用者は、事業者もしくは従業者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、

ただちに本契約を解除することができます。 

一 事業者もしくは従業者が正当な理由なく本契約に定める障害福祉サービスを実

施しない場合 

二 事業者もしくは従業者が第７条１項から４項に定める義務に違反した場合 

三 事業者もしくは従業者が故意又は過失により利用者の生命・身体・財物・信用を

傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

四 他の利用者が利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけた場合もしくは傷つける

恐れがある場合において事業者が適切な対応をとらない場合 

 

 

第１３条（事業者からの契約解除） 

事業者は、利用者が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除することができ



 

ます。 

一 利用者に支払能力があるにもかかわらず第５条に定めるサービス利用料金の

支払いが、３ヵ月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらず故意に支払

わない場合 

二 利用者が、他の利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけることなどによって、

本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ、その状況の改善が見込めない場

合 

三 利用者が、故意又は重大な過失により事業者もしくは従業者の生命・身体・財

物・信用を傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさ

せ、その状況の改善が見込めない場合 

四 利用者が連続して３ヵ月を超えて医療機関に入院すると確実に見込まれる場合

または現に連続して３ヵ月を超えて入院した場合 

 

第１４条（サービス利用のキャンセル） 

サービス利用のキャンセルについては、サービス利用日の前日午後５時半までに申

出のない場合、利用者は重要事項説明書に定めるキャンセル料として食費の実費相当

額を事業者に支払うものとします。また、介護報酬上規定された料金を支払うものとしま

す。 

 

第１５条（苦情解決） 

１ 利用者は、本契約に基づくサービスに関して、いつでも重要事項説明書に記載され

ている苦情受付窓口に苦情を申し立てることができます。 

２ 利用者は、本契約に基づくサービスに関して、重要事項説明書に記載された第三者

委員に苦情を申し立てることもできますし、重要事項説明書に記載された都道府県社

会福祉協議会に設置されている運営適正化委員会に苦情を申し立てることもできま

す。 

 

第１６条（協議事項） 

本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は障害者

の日常生活と社会生活を総合的に支援するための法律等の関係諸法令の定めるとこ

ろに従い、利用者と誠意をもって協議するものとします。 

 

上記の契約を証するため、本書 2通を作成し、利用者、事業者が記名捺印のうえ、各

1通を保有するものとします。 

 

 

 

 

 

 



 

 

        年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

利用者住所                        

 

氏 名                    印 

                                       

（代  筆） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者住所  茨城県つくば市水守１１８９－５

事 業 者 名  社会福祉法人 健誠会 

指定障害者支援施設 

つくば総合福祉センター 

 

氏名                      印 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙 

 

特定日常生活費及び指定施設支援サービス以外の料金表 

  科 目 単 価 単位 

 

特定 

日常 

生活費 

個人外出に伴うガソリン代   実費  

個人外出に伴う付き添い費用  １，０００円  時間 

   

   

   

   

 
 

 

指
定
施
設
支
援
サ
ー
ビ
ス
以
外
の
も
の 

協力病院以外の付き添い  １，０００円  時間 

金銭管理サービス  ２，０００円  月額 

金銭引き出し等代行業務    ５００円  回 

各種手続き代行    ５００円  回 

買い物代行    ３００円  回 

私物クリーニング代    実費  

理髪代    実費  

コピー・FAX     １０円  枚 

行事食（5回/年） ５００円 回 

お茶会費 １５０円 回 

持
ち
込
み
電
化
製
品
の
光
熱
費 

 パソコン    ２００円  月 

 プリンター・スキャナー    １００円  月 

ビデオ・DVDプレイヤー     ３００円  月 

テレビ（２１～２５インチ）    ２００円  月 

 テレビ（２６インチ以上）    ３００円  月 

 ラジカセ又はコンポ    １００円  月 

 電気毛布    ５００円  月 

 電気あんか    １００円  月 

 テレビゲーム    １００円  月 

扇風機 ３００円 月 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

              
 

社会福祉法人健誠会 

障害者支援施設 

つくば総合福祉センター 

 

 

短期入所利用契約書 
 

   

 

 
当事業所は茨城県の指定を受けています 

（茨城県指定 第０８１２０００３２１号） 

 

 

 



 

   指定障害者支援施設つくば総合福祉センター短期入所契約書 

          様（以下「利用者」といいます。）と社会福祉法人健誠会つくば総合

福祉センター（以下「事業所」といいます。）は、利用者が事業所から提供される指定身

体障害者短期入所事業又は指定児童短期入所事業（以下「指定短期入所」といいま

す。）を受け、それに対する利用料金を支払うことについて、次のとおりとします。 

 

（契約の目的） 

第１条 事業所は、利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じて、

利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術を持って必要な保

護を行うものです。 

 

（契約期間） 

第２条 契約期間に関する内容は下記のものとします。 

１  この契約の契約期間は、    年  月  日から利用者の介護給付費

支給決定の有効期間の満了日までとします。 

２  利用者から事業者に対して、文書により契約終了の申し出がない場合であ

って、利用者の介護給付費の支給決定期間の満了後に改めて支給決定された場

合、この契約は同じ内容で更新されるものとします。 

 

（指定短期入所の内容） 

第３条 事業所の指定短期入所の内容は、次のとおりです。 

（１）日常生活支援 

（２）居住環境整備支援 

（３）保健医療支援 

（４）社会生活支援 

（５）食事提供支援（希望者に限ります） 

 （６）特定費用に係る支援及び、その他、利用者の便益を向上させる支援 

 

（利用料金の支払い） 

第４条 短期入所を提供した際に受領する費用の額は、厚生労働大臣が定める基 

準によります。そのうち、各市町村が定めた利用者負担額として利用者等から受領し

た額以外については、各市町村から代理受領するものとします。 

２ 事業所は、管理者である施設長が別に定める特定費用及び施設が提供する日常生

活の便宜に要する費用について、支払いを受けるものとします。 

３ 事業所は、前第１項及び前第２項の支払を受けた場合は、領収証を交付するものと

します。 

 

（利用者の遵守事項） 

第５条 利用者は、次に掲げる事項を遵守するものとします。 



 

 （１）共同生活の秩序を保ち、規律ある生活をすること。 

 （２）火気の取り扱いに注意すること。 

 （３）けんか、口論、泥酔、中傷、その他、他人の迷惑となるような行為をしないこと。 

 （４）その他管理上必要な指示に従うこと。 

 

（入退所の記録の記載等） 

第６条 事業所は、入所又は退所に際しては、施設の名称、入所又は退所の年月日そ

の他の必要な事項を、その者の障害福祉サービス受給者証に記載するものとしま

す。 

 

（サービスの提供の記録） 

第７条 事業所は、指定短期入所を提供した際は、当該指定短期入所の提供日、内容

その他必要な事項を、指定短期入所の提供の都度記録し、利用者から確認を受けま

す。 

 

（記録の整備） 

第８条 事業所は、利用者に対する短期入所の提供に関する諸記録を整備し、当該短

期入所を提供した日から 5年間保存するものとします。 

 

（健康管理） 

第９条 事業所は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のための

適切な措置をとります。 

 

（緊急時等の対応） 

第１０条 事業所は、現に指定短期入所の提供を行っているときに利用者に病状の急

変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに施設が定めた協力医療機関に連絡

を行う等の必要な措置を行います。 

 

(非常災害対策) 

第１１条 事業所は、非常災害に関する具体的計画を立てておくとともに、非常災害に

備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

 

（秘密保持等） 

第１２条 事業所は、職員及び職員であった者が正当な理由がない限り、その業務上知

り得た利用者等の秘密を守ります。 

 

（情報の提供） 

第１３条 事業所は、当該事業所を利用しようとする者が、適切かつ円滑に利用できる

ように、当該事業所に関し情報の提供をします。 

（個人情報保護） 



 

第１４条 事業所が保有する個人情報の取扱いについて、個人情報保護規程を遵守し

ます。 

 

（サービス利用のキャンセル） 

第１５条 サービス利用のキャンセルについては、サービス利用日の前日午後５時半ま

でに申し出のない場合、利用者は重要事項説明書に定めるキャンセル料として食費

の実費相当額を事業者に支払うものとします。 

 

（苦情解決） 

第１６条 事業所は、その提供した指定短期入所事業に関する利用者等からの苦情に

対応するため、苦情解決実施要領に基づき、苦情を受け付けるための窓口、担当者、

第三者委員を置き、迅速かつ適切に対応します。 

 

(事故発生時の対応) 

第１７条 事業所は、事故発生した場合は、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡

を行うとともに、必要な措置を講じ、利用者に対する指定短期入所の提供により賠償

すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

（協 議） 

第１８条 その他定めのない事項については、事業所は利用者と誠意をもって協議する

ものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   年  月  日 

 

 

 

 

                   利用者住所 

 

                   利用者氏名                     印 

                  （代   筆） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所住所  茨城県つくば市水守１１８９－５ 

事業所名  社会福祉法人 健誠会 

指定障害者支援施設短期入所事業所 

つくば総合福祉センター 

 

氏名                         印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

社会福祉法人健誠会 

障害者支援施設 

つくば総合福祉センター 

 

 
 

日中一時預かり 

利用契約書 
 

   

 
当事業所は茨城県の指定を受けています 

（茨城県指定 第０８１２０００３２１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 障害者支援施設つくば総合福祉センター日中一時預かり契約書 

         様（以下「利用者」といいます。）と社会福祉法人健誠会つくば

総合福祉センター（以下「事業所」といいます。）は、利用者が事業所から提供さ

れる地域生活支援事業日中一時預かりサービス（以下「日中一時預かり」といい

ます。）を受け、それに対する利用料金を支払うことについて、次のとおりとしま

す。 

 

（利用の目的） 

第１条 事業所は、利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じ

て、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術を持って

必要な保護を行うものです。 

 

（契約期間） 

第２条 契約期間に関する内容は下記のものとします。 

１  この契約の契約期間は、    年  月  日から利用者の支給決定の

有効期間の満了日までとします。 

２  利用者から事業者に対して、文書により契約終了の申し出がない場合であ

って、利用者の支給決定期間の満了後に改めて支給決定された場合、この契約

は同じ内容で更新されるものとします。 

 

（日中一時預かりサービスの内容） 

第３条 事業所の日中一時預かりの内容は、次のとおりです。 

 （１）食事提供支援 

（２）日常生活支援 

（３）保健医療支援 

（４）社会生活支援 

 （５）特定費用に係る支援及び、その他、利用者の便益を向上させる支援 

 

（利用料金の支払い） 

第５条  

（１）日中一時預かりを提供した際に受領する費用の額は、市町村が定める基準

によります。そのうち、各市町村が定めた利用者負担額として利用者等から

受領した額以外については、各市町村から代理受領するものとします。 

（２）事業所は、管理者である施設長が別に定める特定費用及び施設が提供する

日常生  活の便宜に要する費用について、支払いを受けるものとします。 

（３）事業所は、前第１項及び前第２項の支払を受けた場合は、領収証を交付す

るものとします。 

 

（利用者の遵守事項） 



 

第５条 利用者は、次に掲げる事項を遵守するものとします。 

 （１）共同生活の秩序を保ち、規律ある生活をすること。 

 （２）火気の取り扱いに注意すること。 

 （３）けんか、口論、泥酔、中傷、その他、他人の迷惑となるような行為をし

ないこと。 

 （４）その他管理上必要な指示に従うこと。 

 

（入退所の記録の記載等） 

第６条 事業所は、日中一時預かりに際しては、施設の名称、利用の年月日その

他の必要な事項を、その者の日中一時預かりサービス受給者証に記載するもの

とします。 

 

（サービスの提供の記録） 

第７条 事業所は、日中一時預かりを提供した際は、当該サービスの提供日、内

容その他必要な事項を、日中一時預かりサービスの提供の都度記録し、利用者

から確認を受けます。 

 

（記録の整備） 

第８条 事業所は、利用者に対する日中一時預かりの提供に関する諸記録を整備

し、当該サービスを提供した日から 5年間保存するものとします。 

 

（健康管理） 

第９条 事業所は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のた

めの適切な措置をとります。 

 

（緊急時等の対応） 

第１０条 事業所は、現に日中一時預かりの提供を行っているときに利用者に病

状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに施設が定めた協力医療機

関に連絡を行う等の必要な措置を行います。 

 

(非常災害対策) 

第１１条 事業所は、非常災害に関する具体的計画を立てておくとともに、非常

災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

 

（秘密保持等） 

第１２条 事業所は、職員及び職員であった者が正当な理由がない限り、その業

務上知り得た利用者等の秘密を守ります。 

 

（情報の提供） 

第１３条 事業所は、当該事業所を利用しようとする者が、適切かつ円滑に利用



 

できるように、当該事業所に関し情報の提供をします。 

 

（個人情報保護） 

第１４条 事業所が保有する個人情報の取扱いについて、個人情報保護規程を遵

守します。 

 

（サービス利用のキャンセル） 

第１５条 サービス利用のキャンセルについては、サービス利用日の前日午後５

時半までに申し出のない場合、利用者は重要事項説明書に定めるキャンセル料

として食費の実費相当額を事業者に支払うものとします。 

 

（苦情解決） 

第１６条 事業所は、その提供した日中一時預かりに関する利用者等からの苦情

に対応するため、苦情解決実施要領に基づき、苦情を受け付けるための窓口、

担当者、第三者委員を置き、迅速かつ適切に対応します。 

 

(事故発生時の対応) 

第１７条 事業所は、事故発生した場合は、速やかに市町村、利用者の家族等に

連絡を行うとともに、必要な措置を講じ、利用者に対する日中一時預かりの提

供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

（協 議） 

第１８条 その他定めのない事項については、事業所は利用者と誠意をもって協

議するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  年  月  日 

 

 

 

 

             利用者住所  

 

             利用者氏名               印 

             （代 筆） 

              

 

 

 

 

 

 

 

事業所住所   茨城県つくば市水守１１８９－５ 

 

事業所名   社会福祉法人健誠会 

指定障害者支援施設 

つくば総合福祉センター 

氏名                  印 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


